









































































































































































































































水域や大陸棚と異なる代替管理制度がある。Zou Keyuan, Historic Rights in 
International Law and in China’s Practice, Ocean Development and International 

























（13）　See United States Department of State, Office of Ocean Affairs, Limits in the 
Seas No.117: Straight Baseline Claim: China, Washington: United States 
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（21）　See Bureau of Oceans and International Environmental and Scientific Affairs, 
United States Department of State, Limits in the Seas, China: Maritime Claims 




地位和作用》，海洋出版社，2014年，第１-49頁を参照。Also see Zou Keyuan 
and Liu Xinchang, The Legal Status of the U-shaped Line in the South China 
Sea and Its Legal Implication for Sovereignty, Sovereign Rights and Maritime 



























Arbitration to the Law of the Sea（１）-（２）, The Waseda Law Review, Vol.94, 




















































































Yongming, The Essence of the Belt and Road Initiative and Regional 
Cooperation in the South China Sea, The Hiroshima Law Journal, Vol.43, No.2, 
October 2019, pp.41-70を参照。
44　　比較法学 54巻 3号
　５．海洋運命共同体（2019）。衆知のとおり，2019年４月23日，習近平国家
主席・中央軍事委員会主席は，青島で中国人民解放軍海軍創設70周年多国間海
軍活動の招きに応じて参加した外国代表団の団長と集団会見した際に，海洋の
本質及びその地位と役割，21世紀海上シルクロードの構築目標，中国が海洋管
理・整備に参加する上での役割と海軍の貢献，及び国家間の海洋論争の処理原
則等の観点から，海洋運命共同体を一丸となって構築することの必要性と重要
性を指摘した（31）。海洋運命共同体の構築は人類運命共同体の構築と同じよう
に，段階的に，順序立てて，重点的に実施推進していく必要がある。これは，
海洋運命共同体の本質的属性又は法的属性によって決定付けられるものであ
る。
　海洋運命共同体の推進と実施の主体は人類であることは否定できない。ここ
で言う「人類」とは全人類を指し，現世の人類も，後世の人類も含まれる。海
洋運命共同体は，海洋は公共物であり，国際社会の共通の利益を実現するため
の場（国際公域）であり，人類が共同で継承していく財産であること，世代間
衡平の原則に従うという本質的な要求を体現している。人類を代表して行動す
る主体が国家，国際組織及びその他の重要な非政府組織であり，そのうち，国
家は海洋運命共同体の構築における主要かつ絶対的な主体として，主導的・中
核的な役割を発揮する。これは国家が国際法において主体的地位又は中核的地
位にあることによって決定付けられるものである。
　客体として見ると，海洋運命共同体の標準に合致するものは海洋のすべてで
あり，それには人類による海洋空間及び資源を開発・利用する一切の活動又は
行為が含まれるだけでなく，海洋中に存在する一切の生物資源及び非生物資源
に対する保護及び保存も含まれ，海洋空間と資源の有効かつ合理的な利用の総
体的な要求を体現している。これは海洋の本質的属性（公益性，関連性，専門
性，流動性，環境容量，浄化力等）によって決定付けられるものであり，また
持続可能な利用及び発展という目標の実現に向けた，海洋に対する規範的要求
や総体的要求も体現している（32）。このため，筆者は，海洋運命共同体は次の
３つに分類できると考える。第一に，海洋の区域又は空間範囲による分類であ
る（地中海，南シナ海，東シナ海運命共同体等）。第二に，海洋の機能による
分類である（海洋生物資源共同体，海洋環境保護共同体，海洋科学研究共同
（31）　http://www.xinhuanet.com/politics/leaders/2019-04/23/c_1124404136. 
htmを参照（2019年4月23日にアクセス）。
（32）　例えば，「国連海洋法条約」“前文”第４項の内容を参照。
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体，及び海洋技術設備共同体等）。第三に，海洋分野による分類である（海洋
政治，海洋経済，海洋文化，海洋生態，海洋安全共同体等）。
　運用方式においては，共同協議・共同建設・共同享受の原則及びその他の国
際法に合致する基本原則を堅持し，共同で管理し，発展し，利益を獲得し，進
歩するという目標を実現するため，多次元・多方面な協力方式を採用して推進
し，共同体の原理によって追求する目標と価値の志向性を体現しなければなら
ないといえる。
　（二）　中国の海洋法制度の整備に関する若干の提案
　１．領海内における軍艦の無害通航に関する手続の修正。上述のとおり，外
国の軍艦の中国領海内における無害通航については，中国の国内法制度の中で
も一定の相違が見られる。例えば，「中国領海及び接続水域法」第６条では，
外国の軍艦の中国領海内における無害通航について，事前許可又は事前承認を
定めており，この内容は「全国人民代表大会常務委員会の『国連海洋法条約』
批准に関する決定」の声明内容と完全には一致しない。同決定の第４条は次の
ように規定している。中華人民共和国は，「国連海洋法条約」の領海内におけ
る無害通航に関する規定は，沿岸国がその法律・規則に従い，外国の軍艦に対
し，領海を通過するにあたり事前に当該国の許可を得るか，又は当該国に通知
するよう求める権利を有することを妨げないことを，重ねて声明する。
　法律（「決定」）の制定及び解釈の主体という点から見ると，それらはいずれ
も全国人民代表大会常務委員会によって採択・決定されたものであることか
ら，同じ地位にある。法律自体のランクから見ると，「法律」は「決定」より
上に位置する。制定又は採択の時期から見ると，同一事項を定める規範間に抵
触のある場合，「後法は前法を破る（後法優位）」の原則が関係してくるが，同
一事項の具体的な規範のつり合いをとり，統一を図るため，「前法」に定める
内容を改正する必要が出てくるという問題に直面する（33）。また，中国は事前
許可制又は事前通告制を引き続き実施する必要があるか否かについても，この
方法を採用している国は比較的少なく，中国の海洋強国の建設という戦略のプ
ロセスの妨げにもなることから，議論・検討すべき時期がきている。
　２．海洋関連機関の職権の明確化。海洋基本法の制定の核となるのは，海洋
（33）金永明著：《新时代中国海洋强国战略研究》，海洋出版社，2018年，第136
頁。
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関連機関の職権の明確化である。海洋基本法の制定により，「海洋」の用語を
憲法に盛り込む難しさを克服し，補うことができるだけでなく，海洋関連機関
の職権を明確にし，海洋関連事務・活動を統率し，主導的役割を発揮すること
ができる（34）。
　衆知のとおり，中国は新時代（2012-）に入って以降，海洋管理機構に対し
て２度にわたり大きな機構改革を行っているが（2013年，国家海洋局を再編，
中国海警局と国家海洋委員会を設立。2018年，国家海洋局を廃止し，自然資源
部，生態環境部，農業農村部等，その他の部門がその職責を担当，中国海警局
は中国人民武装警察部隊に編入され，その指揮下に入った），国家海洋委員会
の具体的な職責や部門構成，運営方式等の内容及び手続については，今日に至
ってもまだ公開されていない。このため，海洋基本法を制定する際には規定の
明確化こそが，その透明性や正常な運営を確保するとともに，統一的な計画・
統括及び協調作用を発揮することができる（35）。
　３．中国海警局組織法を制定し，法執行の職権を明確にする。2018年の海洋
管理機構改革において，2013年に組織された中国海警局は公安部から業務指導
を受ける立場から，中国人民武装警察部隊の指導・指揮に従う立場となり，中
国人民武装警察部隊海警総隊が組織され，（対外的には）中国海警局と呼ばれ
ることとなった。第13期全国人民代表大会常務委員会第３回会議で，2018年６
月22日に採択された「中国海警局の海上での権益を保護するための法執行の職
権行使に関する決定」（2018年７月１日より施行）によって，中国海警局に対
して，海上における権益を保護するための法執行の範囲又は任務，及び任務執
行時の他の行政機関との間の関係という２つの面の内容が示され，それらによ
って，中国海警局が中央軍事委員会に従属することと，他の行政機関による法
執行との間の職権上の問題について，調整が図られた（36）。
（34）　中国の周辺国家に存在する，いわゆる「海洋基本法」のようなものに関す
る内容とその啓示については，董跃：《我国周边国家“海洋基本法”的功能
分析：比较与启示》，《边界与海洋研究》2019年第4期，第39-49頁を参照。
（35）　《国务院机构改革和职能转变方案》では，海洋事務の統一計画及び総合調
和を強化するために，高レベルの議事協調という国家海洋委員会組織を設立
し，この組織は国家の海洋発展戦略の研究と制定を担い，海洋重大事項につ
いて協調し，国家海洋委員会の詳細業務を国家海洋局が主管すると指摘され
ている。http://www.gov/20131h/content_2354443. htmを参照（2013年３月
15日にアクセス）。
（36）　金永明：《新时代中国海洋强国战略治理体系论纲》，《中国海洋大学学报
国際法の分断化の研究（１）　　47
　ただ，中国海警局と他の行政機関との法執行協力メカニズムについては，今
後の法律・規則の中で規範化していく必要がある。これには既存の海洋分野に
関する法律・規則の改正も含まれる。また，さらに重要な点として，中国海警
局による海洋権益を保護するための法執行をめぐる職権の行使に向けて，中国
海警局組織法を可及的速やかに制定し，その任務，具体的な職権，及び措置を
適用する上での手続的な規定等の内容を明確にすべきである。このとき，中国
海警局が権益を保護するための法執行の過程で，その海上での権益保護の職責
を履行できない，又は単独で完了できず，体制内の中央軍事委員会が行動を統
一的に指導・統括する場合，いかなる状況下で，いかなる程度で，いかなる手
続を適用し，いかなる程度の対応措置を講じるのか等の内容を含めて，今後の
関連法規の中で確定していく必要がある（37）。
　４．海洋論争の解決方法の活用の再検討。中国は領土主権や海洋権益等に関
わる重大な問題について，これまで一貫して関係国と直接交渉する方式による
紛争の解決を堅持し，かつ一定の成果を上げてきた。主に次のような成果を挙
げることができる。中国は12の陸続きの隣国と歴史上未解決の国境問題を解決
してきた。その際，対話・交渉を通じて隣国との領土及び海洋権益をめぐる紛
争を処理することを堅持し，建設的な姿勢で「論争棚上げ，共同開発」の主張
を提起し，南シナ海，東シナ海及び周辺の平和と安定の維持に最大限努力して
きた（38）。中国とベトナムは交渉・協議を通じて，両国のトンキン湾における
海上境界線を画定し，漁業協定（すなわち「中越トンキン湾境界画定協定」及
び「中越トンキン湾漁業協力協定」，2014年６月30日発効）を締結し，トンキ
ン湾の海上の安全を守るとともに，漁業協力においてウィン・ウィンの関係を
構築し，実際その効果は表れている。
　中国の海洋問題に焦点を合わせた政策と海洋論争問題の解決のプロセスを見
（社会科学版）》2019年第５期，第27-28頁を参照。
（37）　金永明：《新时期东海海空安全机制研究》，《中国海洋大学学报（社会科学
版）》2020年第１期，第８-９頁。たとえば，中華人民共和国常務委員会によ
って改正され，2020年6月20日に公布された《中华人民共和国人民武装警察
法》（2020年6月21日施行）の第９条において，人民武装警察は，内衛部隊，
機動部隊，海警部隊，院校，研究機構等によって構成されると規定する。第
47条は，人民武装警察部隊が海上法執行任務を遂行する場合，法律の別段の
定めによると規定する。
（38）　国国务院新闻办公室編：《中国的和平发展》（2011年9月），人民出版社，
2011年，第８頁。
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ると，中国の海洋論争問題の解決に向けた道筋は，以下の３つのステップから
なることが分かる。まず，協議・交渉という方法の活用である。これには，
「主権は中国，論争棚上げ，共同開発」と「双軌思路（２本レールの構想）」を
挙げることができる。この方法には，関連論争について，当事国が直接友好的
な協議・交渉を通じて平和的な解決を模索する一方で，南シナ海の平和と安定
は中国と ASEAN諸国が共同で守るという考え方が含まれている。次に，これ
らの方法を活用しても問題を解決できない場合は，ルールの制定，危機の管
理，共通認識の達成という方法によって論争問題を処理する。このような方法
を用いる目的は，資源の共有，ウィン・ウィンの協力という目標を実現するこ
とにある。最後に，各方面の海洋分野の協力を通じて，相互信頼を深め，海洋
論争問題の最終的な解決に向けた基盤と条件を創造し，調和のとれた海洋や海
洋運命共同体という目標を実現する。
　ただ，政治的方法の活用によって，海洋論争問題を解決できない場合，又は
最終的な解決は不可能であることを予測できる場合，中国は政治的方法から法
的方法（司法又は仲裁）への転換を図るべきではないかという難しい問題に直
面することになる。すなわち，「法により海を治める」という目標の確実な実
現に寄与するため，中国が法的方法を活用した海洋論争問題の解決に向けた政
策調整を行う場合の利害の分析と検討という課題とチャレンジに直面すること
になるのである。
結び
　上述したとおり，中国は慣習法上の海洋法及び「国連海洋法条約」に基づい
て国内の海洋法制度を制定するとともに，長期にわたる努力を経て，自国の海
洋法制度の体系とその管理体制を形成しているものの，そのうちの一部の内容
について他国から反発の声が上がっており，中国はこれらの問題にいかに対処
するかという苦境に立たされている。
　事実上，中国の海洋法制度の体系に関して反発が起こっている内容の多く
は，国際社会で共通認識を達成するすべがない論争的な問題であるため，これ
らの問題について，国際社会で引き続き共通認識を達成できなければ，これら
の対立的な問題は相変わらず存在し続けることになる。こうした問題には，米
国が世界各地で行っている，いわゆる航行の自由作戦も，その結果として他国
の法的立場を変えることはできないということも含まれる。このため，調和の
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とれた海洋理念，海洋運命共同体という目標を実現するために，「法により海
を治める」ということが重要な基盤及び保障となる。いわゆる「法により海を
治める」とは，ルールを拠り所として権利を主張し，ルールを拠り所として権
利を擁護，行使し，ルールを拠り所として権益をめぐる論争を解決し，海洋秩
序を守り，「法により海を治める」という目標を実現することである。
　ここで言う「ルール」とは，国際社会が達成した統一的なルールを指すとい
う点を指摘しておかなければならない。これらの「ルール」の内容について，
異議や異なる解釈が存在する場合に，他方が反対する状況下においては，この
「ルール」を活用して海洋論争問題を処理することはできない。この場合，関
係当事者がこの「ルール」の差異性について協議を行い，これらの「ルール」
の内容を補い，整備する必要がある。
　また，中国は国際情勢と自国の実際の地位に基づき，あいまいな内容，専門
用語の補足と明確化，国際社会の少数派に属する国家の実践を踏まえた調整を
含めて，他国が反対する国内の海洋法制度の内容を改めてチェックし，自覚
的，自発的及び大局的な視点から，また海洋秩序をリードするという思いか
ら，自国の海洋法制度体系を更に整備し，国際社会の共通の利益を促進し，海
洋秩序と海洋ルールを守り，自らが提起する合理的な海洋イニシアチブ，ビジ
ョン，目標の実現に向けて，貢献し続けなければならない（39）。これは責任を
負う大国としての求められるもの，担うべきものである。
（39）中国が海洋秩序を保護し，海洋新規則を構築する際の役割の転換及び位置
づけに関する内容については，金永明：《现代海洋法体系与中国的实践》《国
际法研究》2018年第6期，第45頁，金永明：《新时代中国海洋强国战略治理体
系论纲》，《中国海洋大学学报（社会科学版）》2019年第５期，第29-30頁を参
照。
